
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３３６０１

基盤研究(C)（一般）

2016～2013

英国連立政権における教育ガバナンスの再編と公共サービスの専門性構築に関する研究

Reorganization of Governance of education and Reconstruction of professionalism 
in public service under Coalition Government in UK

６０４３４４７９研究者番号：

久保木　匡介（KUBOKI, Kyosuke）

長野大学・環境ツーリズム学部・教授

研究期間：

２５３８０１７７

平成 年 月 日現在２９   ６ ２７

円     3,000,000

研究成果の概要（和文）：  英国連立政権の教育改革では、学校の公設民営化＝アカデミー化が劇的に進行し
た。これにより保護者の学校選択の強化、競争関係の強化、教育サービスのビジネス化が進行した。またアカデ
ミー化には、教育水準局査察の結果が判断基準として利用されることとなり、中央の統制機関による評価結果が
準市場化の推進政策に活用され、それが社会レベルの統制を強化するという循環が生み出された。学校査察で
は、査察による格付けの厳格化、査察対象校の業績「比例」化、学校自己評価の義務付けの解除、地方教育当局
の関与の弱体化が進行した。したがって、連立政権では、教育サービスの統制構造の再集権化が準市場化と並行
して進行したと言える。

研究成果の概要（英文）： Under Coalition Government, privatization of state school has strongly 
proceeded. Therefore, there have been expansion of school selection by parents, competition between 
each schools, and change from public education to business. When converting one school to Academy, 
Government used a grade given by OFSTED as criteria and it means that results of evaluation by 
central agency proceed policy of quasi-marketization of education, and which strengthen social 
control of schools. This is new cycle. In school inspection, strict grading of schools and focus of 
schools which have had a lower grade as a result of of last inspection have come about, and 
reinforcement of self-evaluation in inspection process have abolished and control of local education
 authority have weakened. That means cotrol of schools was re-centralized with quasi-marketization 
of education under Coalition Government.

研究分野：政治学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究が注目するのは、ポスト福祉国家に
おける公共サービスの構造、特にそのサービ
スの質を統制するための新たなシステム（行
政統制）の構造とその展開である。OECD諸
国の中でも、1980 年代以降のイギリス（本
研究ではイングランドをさす）は、しばしば
新自由主義教育改革のモデルと評されるよ
うに、一方ではサービス供給体制の大胆な市
場化を、他方ではサービスの統制構造の外部
化・標準化を進めてきた。これを「競争と外
部評価を基軸とする教育ガバナンス」と呼ぶ。 
サッチャー保守党政権以降の教育ガバナ
ンスの変化をサービス提供主体、教育行政シ
ステム、外部評価システムというそれぞれの
側面から見ると、80－90 年代の保守党政権
期においては、公立学校体系の多様化と競争
化、教育行政の集権化（脱地方自治体化、ナ
ショナル・カリキュラム、学力テストの導入）
と個別化・自己責任化（学校理事会と校長へ
の権限移譲）、外部評価の集権化（教育水準
局の創設）が顕著であった。 
次のブレア・ブラウンの労働党政権期にお
いては、前政権までの競争化を引き継ぎつつ、
公立学校の多様化と一定の民間化（公設民営
学校「アカデミー」の限定導入）、教育行政
の分権化（地方当局の「復権」）および社会
的包摂機能強化（貧困地域への教育アクショ
ンゾーンや教育予算の増額）、外部評価の重
層化と内在化（地方教育当局による評価およ
び学校自己評価の導入）の傾向が顕著であっ
た。 
しかし、2010 年のキャメロン連立政権以
降の保守党政権では、後述のように公立学校
の公設民営化を通じた準市場化が再び劇的
に進行する。それは同時に多くの公立学校が
地方自治体の教育部局の管理から離脱する
ことを意味している。他方で学校査察はその
格付けが厳格化されたのに加え、査察結果が
公設民営化と直接に結び付けられるように
なった。このような変化は、教育ガバナンス
のどのような改編を意味するものか、また教
育サービスの統制構造にはどのような変化
が生じているのかという問題関心が本研究
の背景にあった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、このような変化をふまえ、
キャメロン政権から始まる保守党政権下に
おける教育改革を、サービス提供主体、教育
行政システム、外部評価システムからなるガ
バナンスの形態変化を中心に分析し、同政権
における教育サービスの質の統制の「像」を
析出することであった。 

2010 年のキャメロン連立政権成立当初、
教育サービスについては以下のような改革
が進行した。（１）「教育提供主体の民間化の
大規模な進行：公設民営学校「アカデミー」
と「フリースクール」の激増政策。優秀校と
困難校のいずれもがアカデミー化される仕

組み。（２）「官僚主義」批判に基づく「分権」
化＝地方当局からの権限剥奪、学校理事会へ
の移譲。（３）全国画一の学校査察から成果
に基づき評価頻度を改編（査察における比例
原則の導入）。 
以上から筆者は、キャメロン政権における
教育改革の動向を、（１）教育サービスの提
供主体の民間化・多様化、（２）教育行政シ
ステムの分権化、脱行政化、（３）外部評価
システムの非制度化、内在化と特徴づけた。
そしてこれらの「教育ガバナンス」の再編成
に対応して、教育サービスの統制においては、 
市場化と同時に再集権化と評価プロセスに
おける自己規制の強化が進行しているとの
仮説を立てた。これを現地でのヒアリングを
中心とした調査によって実証し、より精緻で
明確な専門性統制の像として析出すること
が本研究の課題であった。換言すれば、本研
究の目的は、イギリスのキャメロン連立政権
下で進行する教育改革を、1988 年教育法以
来展開されてきた「競争と外部評価を基軸と
する教育ガバナンス」の新段階として捉え、
ポスト福祉国家における公共サービスの専
門性統制のシステムとして総合的に分析す
ることであった。 
 
３．研究の方法 
本研究では、以下のようなアプローチによ
り研究を進めた。 
（１）教育ガバナンスの変化の分析 
 イギリスの教育サービス改革は、上述の通
り 1980 年代以降、サービス提供主体たる公
立学校の民間化と多様化を軸として展開し
てきた。これは教育サービスの準市場化と捉
えることができる。この準市場化はキャメロ
ン政権における公設民営学校「アカデミー」
および「フリースクール」の大幅な増設政策
によって加速することとなった。この公設民
営化が、教育サービスの質にいかなる影響を
与えているのかを明らかにすることが課題
となる。ここでは公設民営学校における教育
目標や教育カリキュラムおよび教育方法の
変容、教員の専門性形成の変化などが分析対
象である。 
（２）学校評価システムの変化 
 次に教育における行政統制の仕組みとし
ての学校評価システムの変化を分析する。上
述のように 1990 年代以降、イギリスでは教
育水準局（OFSTED）の学校査察による新たな
学校評価システムが形成されてきた。そこで
は、外部からの事後評価、数値による厳格な
業績評価、評価結果に対する事後的なサンク
ションなどの特徴が看取された。この特徴が、
キャメロン政権以降にどのように変化した
のかを分析することが課題となる。 
 また、教育サービスの質の統制にあっては、
1980 年代まで各学校に大きな影響を及ぼし
ていた地方自治体の教育部門（「地方教育当
局」）をどのように位置づけるかがもう一つ
の焦点となっていた。本研究では、学校評価



システム分析の一環として、地方教育当局の
学校評価に対する役割の変化を分析対象と
した。 
（３）ガバナンスの変化とそれに対応する行
政統制の変化の分析 
上記の（1）（２）をふまえ、連立政権以降
の保守党政権において、教育行政にかかるガ
バナンスの変化と行政統制の仕組みの変化
がどのように関連付けられるのかを明らか
にする。具体的にはアカデミー化を中心とす
る「準市場化」の推進と、学校査察を中心と
する学校評価システムの変容がどのように
関連付けられるのかを実証的かつ理論的に
整理する。 
 
４．研究成果 
 以下では、本研究の成果の概要を、上記の
研究の方法で示した項目に沿って記述する。 
（１）連立政権以降の教育サービス供給体制
の変化：公立学校の公設民営化を中心に 
①改革の概要 
「連立政権における教育改革の基本方針は、
発足から半年後の教育白書『教育力の重要性
（Importance of Teaching）』によって示さ
れた。同白書は、国際競争力の基礎となる学
力の向上を議論の出発点に据え教育の改革
課題を示した。第一に教員の質の向上、第二
に教育現場への権限委譲と高水準の説明責
任の確保、第三に富裕層と貧困層の教育格差
の解消、特に新たな予算措置による貧困層へ
の重点支援である。この方針を受けて行われ
た連立政権における教育ガバナンス改革の
最大の特徴は、教育サービスにおける「分権
化」（権限移譲）と供給主体の「民営化」が
セットで行われたことにある。それが、公設
民営学校「アカデミー」の劇的な拡大と新型
「アカデミー」としての「フリースクール」
の導入であった（久保木 2013）。 
本研究では、連立政権以降の保守党政権下
で進行したアカデミーの拡大に焦点を当て
た。アカデミーには、公立学校が政府の介入
によって強制的に民間のスポンサーによる
運営に切り替えられるもので、「スポンサー
付アカデミー（sponsored academy）」と、小
学校から高等教育機関まですべての公立学
校が自主的にアカデミーの地位を申請でき
る、「コンバート型アカデミー（Converter 
Academy）」である。さらに連立政権は、低い
パフォーマンスの学校を強制的にアカデミ
ーに転換させる取り組みも推進することに
よって、アカデミーを劇的に拡大させる政策
を進めた。 
 イングランドでは、すでに労働党政権下で
約350の公立学校がアカデミー化されていた
が、連立政権下ではその数が急速に拡大し、
2012年4月までに新たに1421校、そして2014
年終了時点では、4643 校、全公立学校の約１
８％がアカデミーとなっている（イギリス教
育省のＨＰ、2015 年 4 月 20 日閲覧）。また、
労働党政権下でアカデミー化された学校の

多くは中学校であったが、連立政権下では多
くの小学校と 16－18 歳の生徒が通うシック
スス・フォーム（カレッジ）等もアカデミー
化されている。 
 このように、連立政権下の教育ガバナンス
改革によって、イングランドにおける公立学
校の２割弱が公設「民営」化され、教育にお
ける「準市場」化の条件整備は再び劇的に進
行したのである。 
②コンバート型アカデミーの実態 
 2015 年 3 月 17 日に行ったコンバート型ア
カデミーの現地調査では、以下のことが明ら
かになった。調査対象はハートフォード州に
あるホカリル・アングロ－ヨーロピアン・カ
レッジである。 
 同校は、19世紀に設立された伝統ある寄宿
制の公立学校であり中学校とシックススフ
ォ－ムを持つ。2011 年 2月にアカデミーにコ
ンバートされた。アカデミー化は政府の政策
の影響を受けた学校理事会が行った。 
 アカデミー化のメリットとして、次が挙げ
られた。第一に、自治体教育部局の統制から
の自由である。予算の執行について学校独自
の判断で行えることが増えたという。第二に、
カリキュラムの自由である。同校では国際バ
カロレアの資格を取得できるカリキュラム
を進めるなど独自の教育内容を設計、遂行し
ている。 
 他方で、アカデミー化に伴う問題点として、
以下が指摘された。第一に学校予算の確保で
ある。連立政権および保守党政権による教育
予算の縮小によって、当初想定されていた予
算が政府から降りなくなった。そのため、例
えば国際バカロレアのプログラムを推進す
るための十分な予算が確保できていない。ま
た従来なら自治体がまとめて安く購入して
いた外注サービスも学校単独で購入しなけ
ればならないため、コストがかさむ例が増え
ている。第二に、教育を進めるために必要な
学校外部からの支援の確保である。教員の研
修や子どもの安全確保のためのサービスな
ど、従来自治体から提供されていた支援が受
けられなくなった。また、自治体内の学校間
で行われてきた相互支援も行われなくなり、
学校同士は競争的な関係におかれている。 
③アカデミー政策への批判 
政権が進めるアカデミー政策に対し、反対
派における問題点の認識を知るため、「反ア
カデミー同盟（Anti-Academy Alliance）」議
長のアラスデア・スミス氏（ハックニー・バ
ラの公立学校教員、全国教員組合（NUT）の
メンバー）のヒアリングを行った（2014 年 3
月）。氏による批判の要点は以下の通り。 
 第一に、「アカデミーは教育の質を改善す
る」という言説が真実ではないこと、第二に、
アカデミー化とは公教育の民営化でありビ
ジネスによる公教育の利用であること。 
 第二に、連立政権におけるアカデミー化推
進の意図としては、保守党、特にゴーブ教育
大臣の持つ新自由主義的な教育改革の理念



に基づくところが大きいが、その背景には、
ゴールドマンサックスのようなグルーバル
金融資本がスポンサーとなっているARKのよ
うなアカデミー・チェーンが増えているよう
に、グローバルな教育ビジネスと公教育との
関係が強まっていることがある。なお、この
グローバル産業をスポンサーに急成長した
アカデミー・チェーン軸とする新しい私的な
政策ネットワークの構造と展開については、
ボール（Ball,S.）が精力的に分析している
（Ball 2012,2013）。 
 第三に、教育内容に関わるアカデミー化の
最大の問題点は、カリキュラムの自由が与え
られる中で、各学校がテスト中心のカリキュ
ラム編成にシフトしているということであ
る。政府が各学校の英語と数学の成績に焦点
化して業績を評価するので、その他の選択科
目を削減するということが進んでいる。 
 
（２）連立政権以降の教育行政システムの変
化：地方教育当局の位置づけ 
①公設民営化推進政策の下での地方教育当
局と学校との関係について 
 上述のように、連立政権以降の教育政策で
は、地域の公立学校を自治体の管理下から外
れるアカデミーに置き換える政策が推進さ
れた。これについて、コンバート型アカデミ
ーのホカリル・カレッジにおけるヒアリング
では、従来の自治体による教育内容等への関
与から自由になったこと、学校予算の裁量的
な運用が強化されたことなどが指摘された。
他方で、従来自治体から受けていた教育上の
支援や学校運営に必要な財・サービスの購入
などは受けられなくなり、各学校の負担が重
くなったという点も指摘された。 
また、教育水準局へのヒアリングでは、学
校査察と並行して地方教育当局の査察が行
われ地区内の学校の改善についての評価を
受けていることが確認された。 
②民営化された地方教育当局による学校の
支援の実態 
 2000 年代に地域の学校の低パフォーマン
スを理由に民営化された地方教育当局への
ヒアリングを行った。 
 イズリントン・バラの地方教育当局は労働
党政権の下で Cambridge Education（CE）と
いう民間事業者に外部委託され、数回の契約
更新ののち、2012 年に再び自治体の直営に戻
されている。直営に戻された理由は委託契約
の終了が理由であるが、外部委託の期間を通
じ地域内の公立学校のテスト等の業績を向
上させることに成功したこと、直営化後には
CE のスタッフの多くが自治体の職員として
移籍したことが明らかとなった。 
 
（３）連立政権以降の学校評価システム：教
育水準局査察の変化を中心に 
①教育水準局査察の改革の概要 
 連立政権下では、労働党政権時代の教育水
準局査察に対する改革が行われた。改革の特

徴は、第一に、上記の「アカデミー」等の拡
大政策を、教育水準局の学校査察の結果と連
動させて推進したことである。まず、教育水
準局査察の最も高い格付け（Outstanding）
を受けた学校が、政府から「自発的に」アカ
デミー化することを奨励された。次に、教育
水準局査察の格付けにおいて最も低い
（inadequate）を受けた学校は、政府によっ
て次々と「強制的に」アカデミーに転換させ
られた。このように連立政権では、教育水準
局による学校評価システムが、政府による教
育サービス供給主体の「民営化」、すなわち
「準市場」化を推進する役割を果たすように
なったのである。 
 第二に、2012 年に作成された新たな査察枠
組みの特徴は、以下の通りであった。 
A.査察の「スリム化」：労働党政権時代に
設けられた学校査察の対象領域が２７あっ
たものを、４つの項目に絞り込むことであっ
た。さらに、これまで統一されたフォームで
行われていた学校自己評価は任意となり、校
長や学校理事会がそれぞれのやり方で学校
活動を評価することとなった。 
B.査察頻度の「比例化」：過去の査察にお
いて良好なパフォーマンスを示した学校へ
の査察頻度を減らし、低いパフォーマンスを
示した学校への査察頻度を増やすことであ
る。Outstanding と評価された学校は次の定
期査察からは外され、低パフォーマンスの学
校に対する査察頻度の改革は、２０１２年の
新査察枠組みにおいて、以下の査察の「厳格
化」政策とセットで制度化された。 
C.査察における格付けの「厳格化」：従来
は、各学校の 4段階の総合評価のうち、第三
グレードの satisfactory 以上が事実上「及
第」とみなされ、それ以下の場合には、「特
別措置」あるいは改善勧告を受けることとな
っていた。2012 年の査察枠組では新たに 4段
階のグレードが設定され、第２グレードの
good 以上が「及第」とされた。また、最上グ
レードのoutstandingの総合評価を受けるに
は、個別項目の中の「教育指導（teaching）」
においてoutstandingを受けなければないと
された。 
新 た な 第 ３ グ レ ー ド の requires 
improvement の評価を受けると、２年以内に
再査察を受けることとなる。これを２回繰り
返した場合、格付けは自動的に第４グレード
の special measures に下げられる。special 
measures の評価を受けた場合、数か月ごとの
「モニタリング査察」を受けることが義務付
けられ、やはり２年以内の再査察が行われる
ほか、改善が見られない場合には、先述の通
りアカデミー化など学校の経営体の改革を
迫られることとなる。 
②査察改革の背景の調査 
・2014 年 3 月の教育水準局におけるソニア・
ガンディー氏（Head of Equality and Impact）
へのヒアリングでは、以下のことが明らかに
なった。 



 第一に、教育水準局の認識では、2000 年代
の査察を通じ、教育水準局査察は各学校の学
力の向上に貢献しているということである。
査察の結果、格付けの下がった学校に対する
適切な介入や助言によってパフォーマンス
を改善する学校が増えたとのことである。 
 第二に、連立政権で行われた査察グレード
の「厳格化」のねらいについて。教育水準局
長官の認識として、satisfactory を取った学
校は、そこで満足し改善の努力をしない傾向
があった。生徒は good 以上の学校に行くべ
きであり、satisfactory では不十分である。
もし required improvement とされれば、改
善が求められているということを自覚する
だろう、ということである。また、新たな格
付けにおける required improvement という
のは、学校を改善するために与えられる評価
である。セミナーやトレーニング、教育水準
局やほかの学校からの助言が与えられるの
で、負担というよりは改善のための支援を与
えるということである。 
 第三に、労働党政権時代に導入された、査
察前に作成される共通の自己評価フォーマ
ットは廃止され、現在は学校独自の様式で行
われるようになった。結果的に多くの学校で
は従前のフォーマットを使用している。 
 第四に、アカデミー化された学校でも一般
の公立学校と同様に学校査察が行われてい
る。各学校の査察頻度は教育省が判断して行
っている。また、アカデミーを運営する事業
体（トラスト）に対してもそのマネジメント
について、特にカリキュラムや教授方法、学
校運営について査察を行っている。 
 第五に、地方教育当局（LEA または LA）に
対しては、各学校のパフォーマンスをどのよ
うに改善したかを中心に査察を行っている。
当局の取り組みが不十分な場合には、
improvement notice が与えられ、半年後に再
査察が行われる。 
 
（４）NPM 型行政統制システムとしてのイギ
リス学校評価システムの理論化 
本研究では、連立政権における教育改革の
基調を形成したサッチャー政権以降の教育
改革を、公共サービス改革全体を貫く NPM
（New Public Management）型改革と捉え、
学校が提供する教育サービスの質の統制構
造を中心にその理論化を行った。 
①準市場化による社会レベルの統制の改革 
1992 年の教育水準局の設立以降、保守党政
権下で進行したイングランドの教育サービ
ス改革は、主に二つのレベルの統制が組み合
わさることによって新しいサービスの統制
構造が成立させた。 
 一つ目の統制は、市場化、分権化、競争化
等の教育ガバナンス改革によって生み出さ
れた、供給主体＝学校に対する社会レベルの
統制である。これはサービスの消費者として
位置づけられる保護者の「選択の自由」の拡
大を通じて競争原理を働かせ，供給者の側に

予め消費者の期待を“考慮に入れる”という
誘因を組み込むことを企図する統制のあり
方である。これを「市場型統制」と呼ぶ。市
場型統制は、特定の機関の間で制度的に成立
するのではなく、保護者と各学校を軸としつ
つ、中央政府、地方教育当局、マスコミ、世
論など各アクターの社会関係において幅広
く形成される統制構造である。 
②NPM 型行政統制：市場型統制＋経営管理型
統制 
もう一つの統制は、教育水準局査察の導入
によって制度化された、評価権をもつ部門が、
被評価者たる自律したサービス供給主体に
対して、客観的な基準を満足させるだけの成
果を求める仕組みである。これは公共サービ
スに関わる組織間あるいは組織内において
行われる制度的統制である。1990 年代に成立
したイングランドの学校評価システムでは、
査察を通じて評価される項目や基準が明確
化され、評価結果が教育水準局にとって満足
できる水準であったかどうかが判定（格付
け）される。求められる水準に到達していな
いと判断された学校に対しては、政府による
強力な介入の権限が担保されている。各学校
は、学校査察という新たな評価システムを通
じ、中央政府の求める水準のパフォーマンス
を生み出せているかどうかの挙証責任を負
わされるようになる。このような統制の仕組
みは、民間企業経営に範をとったものであり、
「経営管理型統制」と呼ぶことができる。 
 そして、1990 年代イングランドの教育改革
を通じて成立した行政統制は、供給主体たる
各学校が社会レベルで市場型統制に服する
ことを前提に、教育水準局と各学校との間に
おける経営管理型統制で業績をコントロー
ルするという仕組みを有している。1992 年、
教育水準局査察が学力テストの学校別結果
公表と同時に導入されたように、競争環境の
整備を通じた供給主体に対する市場型統制
の創出と、全国共通の枠組みと基準に基づく
評価制度の整備を通じた経営管理型統制の
創出はセットで行われたのである（久保木
2016a、2016b）。 
 また本研究では、これらの NPM 型行政統制
の構造について、オズガ（Ozga,J.）やクラ
ーク（Clark,J.）らの研究に依拠しながら理
論的な整理を行った（久保木 2016a）。その要
点は、以下のようである。 
A.教育サービス市場における学力テスト
の導入等による供給主体のパフォーマンス
データの標準化と客観化。それらのデータが、
集権的な評価機構と評価システムにとって、
「統御のための知識（Governing Knowledge）」
という管理統制のための資源となる。これら
の客観化されたデータをツールとして行わ
れる統制を「数値による統御（Governing by 
Numbers）」と呼ぶ（Ozaga2013）。 
B.上記の統制を普遍化するためには、従来
の専門家を中心とした政策共同体の解体が
必要とされたが、その手段として導入された



のが評価主体と被評価者であるサービス供
給主体を制度的に分離し「関係性の距離」を
拡大することであった。これを「距離による
統御（Governing at a distance）」という
（Clark 2013）。学校というサービス供給主
体を教育水準局という外部機関が査察する
仕組みはこれに該当する。 
C.「数値による統御」と「距離による統御」
の下に置かれることにより、サービス供給主
体たる学校は、市場型統制の要請するパフォ
ーマンスを、経営管理型統制の求める具体的
な基準と枠組み（手続）に基づき挙証するた
めにさまざまな自己規制を行う。このような
新たな統制構造に対応した自己規制メカニ
ズム（Power 1997）を供給主体に発生させる
ことが NPM 型行政統制の本質である。 
③連立政権下での学校評価システム 
 以上のような行政統制としての学校評価
システムが、連立政権以降の教育改革におい
て見せた変化は次のようである。 
 まず、市場型統制のレベルでは、供給主体
である学校の公設民営化＝アカデミー化が
劇的に進行した。これにより 多様化による
選択の誘因の強化 競争関係の強化 民間
事業者による教育サービスのビジネス化な
どが進行した。 
 そしてこのアカデミー化を推進するうえ
で、教育水準局査察の結果が判断基準として
利用されることとなった。つまり経営管理型
統制における評価結果が、準市場化の推進政
策に活用され、それがさらに市場型統制を強
化するという循環が生み出されたと考える
ことができる。 
 また、経営管理型統制としての学校査察の
変化としては、査察による格付けの厳格化、
査察対象校の業績「比例」化（＝査察対象の
焦点化）が行われた。さらに労働党政権時代
に重視された学校自己評価の義務付けはな
くなり、地方教育当局の関与の弱体化と合わ
せて査察そのものの「再集権化」が行われた
と言える。1992 年の学校査察導入当初と同じ
く、準市場化の推進と統制システムの集権化
が同時進行したのが連立政権以降の教育改
革の特徴である。 
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